
○経営戦略部 部⾧の深野でございます。○前任の小田に替わりまして、6月より着任しております。どうぞよろしくお願いいたします。○本日はまず、第1四半期決算の概要についてご説明したのち、皆様からのご質問をお受けしたいと思います。○それでは資料の3ページをご覧ください。







○第1四半期につきましては、連結営業収益2,971億円、連結営業利益195億円、連結四半期純利益578億円でございました。○運輸収入をはじめとしてご利用の緩やかな回復基調が継続したこと、また、グループをあげて構造改革の取組みに努めたことなどにより、第1四半期としては20年3月期以来3期ぶりに、各利益項目で黒字を確保することができました。○コスト構造改革の取り組みにつきましては、今期単体で▲200億円を削減する計画ですが、第1四半期で▲45億円を削減しています。これに緊急的コスト抑制を加えましたコスト削減全体としましては、今期連結で▲1,170億円を削減する計画ですが、第1四半期で▲250億円を削減しています。○なお、連結四半期純利益578億円につきましては、産業競争力強化法に基づく事業適応計画の認定によりまして、向こう5ヶ年の課税所得に対します繰越欠損金の控除限度額が拡大される特例を受けますことから、法人税等におきまして▲435億円減の税効果影響が発生しております。○足元での感染第7波の到来や、物価上昇・円安の影響など先行きの不透明感が増しているところではありますが、現時点、概ね想定の範囲内で推移していることを踏まえ、通期業績予想及び配当予想につきましては、期首時点の計画を据え置いております。○引き続き第2四半期以降も、お客様の属性やニーズ等に合わせた需要喚起策を講じてまいります。例えば、Z世代をターゲットとした現在売り出し中のサイコロきっぷは大変好評を博しており、WESTERのダウンロードを要件としておりますことから、新たなお客様層の行動分析にもつながるものと考えております。○次のページをご覧ください。



○それでは各事業別にご説明いたします。まず、運輸業です。○第1四半期の運輸収入は、1,577億円でございました。これは、前年対比で+587億円増、コロナ前となる20年3月期対比では71％の水準でございます。○内訳はご覧のとおりですが、うち新幹線につきましては、山陽新幹線が680億円、北陸新幹線が66億円でございました。○緩やかなご利用回復とともに、12月末頃にはコロナ前対比9割程度に回復するものとの前提に対し、ご覧のとおり第1四半期はやや上振れて推移しました。○一方、足元では第7波が到来していること等も踏まえ、通期計画は据え置いています。○次のページをご覧ください。



○流通業です。○第1四半期は、前年対比+111億円の増収、同じく+39億円の増益となり、わずかではございますが、黒字となりました。○今期は物販店舗・百貨店とも、年間を通じてコロナ前対比9割程度の売上を想定しておりますが、今のところ概ね想定の範囲内で推移しております。○次のページをご覧ください。



○不動産業です。○第1四半期は、前年対比+46億円の増収、営業利益は同じく+16億円増益の100億円でした。○投資家向け販売が堅調に推移したほか、需要回復に伴うSC売上高の増等が牽引しました。○今期のSC売上高はコロナ前対比9割程度と想定しておりますが、今のところ概ね想定の範囲内の推移となっております。○次のページをご覧ください。



○その他の事業です。○ホテル業につきましては、ご覧のとおり客室稼働率は改善しており、前年対比では+35億円の増収、+20億円の増益となりましたが、本格的な需要回復にはなお時間を要しており、▲9億円の赤字となりました。○旅行業につきましては、ワクチン接種の事務局業務受託などのソリューション事業が牽引し、前年対比+153億円の増収、+43 億円の増益となり、15億円の黒字となりました。○なお、いずれの事業セグメントにおきましても、現時点、概ね想定の範囲内で推移していることから、通期業績予想は期首にお示ししたものを据え置いております。
○最近のトピックスについてご説明いたします。○運賃・料金につきましては、先日、国の小委員会での中間とりまとめが公表されました。当面現行制度が前提とはなりますが、収入ニュートラルでも事業者による創意工夫の余地が拡大する方向性については歓迎しています。経営戦略上の最重要課題であるプライシングにて当社が実現したいことは、価格体系のシンプル化や需要に応じた弾力的な価格設定などです。今後具体的な検討がはじまる「総括原価の算定方法の見直し」や「現行制度の運用の改善・工夫」の中に仕組みとして取り込まれていくことを国に対して求めていく所存です。○また、ローカル線への対応につきましても、先般、国の検討会による提言が発表されました。国の積極的・主体的関与に期待しますと同時に、今後も各地域のまちづくりに合わせた最適な地域交通体系を地域の皆様とともに創り上げていくという当社の決意に変わりはございません。○最後に、withコロナでスタートした今期ですが、第1四半期は、運輸収入が20年3月期対比でおよそ7割ながら200億円弱の営業黒字となりました。これは、物価上昇・円安といった外部要因に起因するコスト増がありながらも、構造改革によるコスト削減を拡大させつつ、可能な限りの緊急的コスト削減を継続した結果ととらえております。○引き続き、できるだけ早期のコロナ前水準への回復を念頭に、①鉄道を中心とした各事業の構造改革、②地域共生とまちづくり、③新たな価値の創出、④DXによる、これらにおけるキーデバイス構築とグループマーケティングをベースに、次期中計の策定を進めてまいります。○私からの説明は以上です。


























